





















バブルの崩壊と相前後して急増し，2005 年に 4 万 7,865 件，人員では，2004










































「小口」とされているが，3kg の覚せい剤は 10 万回分の使用量に相当し，



















































































1960 年までに 9 つの条約が締結されている。すなわち，①「国際アヘン条











の 9 つである 20。 






第 4 回麻薬委員会では，経済社会理事会決議 159 II D （VII）に基づいて「単
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on Narcotic Drugs: CND）に対して新条約策定作業を開始するよう指示し，
新条約案の審議が行われることとなった。そして，1987 年の麻薬委員会，














（United Nations Office on Drugs and Crime: UNODC），そして国際麻薬
統制委員会（INCB）の 3 つの主要機関がある 28。 
（1）麻薬委員会（CND）  麻薬委員会は，国連経済社会理事会の下部機
関として，現在 53 か国の委員国によって構成されている（委員国の任期は 4
年）。各条約において，麻薬委員会は条約の目的および実施に関するすべての
事項について審議し，それらに関する勧告を行うことができることとされて










（2）国連薬物犯罪事務所（UNODC）  1991 年，国連において薬物問題
を包括的かつ一体的に取り扱う機関として国連薬物統制計画（United 
Nations International Drug Control Programme: UNDCP）が設立された。
同年には国連犯罪防止刑事司法計画（United Nations Crime Prevention 
and Criminal Justice Programme: UNCPCJP）も設立されたが，この両者












（3）国際麻薬統制委員会（INCB）  国際麻薬統制委員会は，1961 年に
単一条約によって設立された機関であり，国連経済社会理事会が選挙する 13
名の委員（委員の任期は 5 年）によって構成されている。委員は，世界保健
機関（World Health Organization: WHO）が指名する少なくとも 5 名が記
載された名簿から 3 名が選出され，他の 10 名は，国連加盟国および国連非
加盟国で単一条約の締約国が指名する者が記載されている名簿から選出され



































向精神薬条約 19 条 1 項（b），麻薬新条約 22 条 1 項（b）（i）），さらに，関
係政府が是正措置をとらなかった場合には，当該問題について，締約国，国
連経済社会理事会および麻薬委員会の注意を喚起することができるものとさ
れている（単一条約 14 条 1 項（d），向精神薬条約 19 条 1 項（c），麻薬新条






（19 条 2 項）。このような国際麻薬統制委員会の任務の特色は，各種人権条





































































れる（4 条 1 項（a）（i）（ii））。また，自国民や領域内に常居を有する者が国
外で犯罪行為を行った「国外犯」については，自国の裁判権を設定するため






（4 条 2 項（a）（ii）），外国人の国外犯については，引き渡さない場合の裁













































































ため，権限のある機関相互間の連絡の経路を設け，維持すること（9 条 1 項
（a）），自国の法執行に当たる職員その他の職員のための特別な訓練計画を
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